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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 9,902 5,452 37,681

経常利益又は経常損失(△)（百万円） 709 △292 1,913

四半期（当期）純利益又は四半期（当期）純損失(△)（百万円） 270 △428 863

純資産額（百万円） 35,228 33,065 33,196

総資産額（百万円） 49,714 41,695 43,907

１株当たり純資産額（円） 1,394.681,361.261,358.44

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期（当

期）純損失金額(△)（円）
10.95 △17.94 35.37

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 69.4 77.6 74.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
626 90 317

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,260 60 489

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△299 △284 △1,497

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 11,882 9,258 9,304

従業員数（人） 714 675 685

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３．第61期第１四半期連結累計（会計）期間及び第61期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、第62期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 675 [55]

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております。）であり、臨時従業員数

（パートタイマー、アルバイトを含みます。）は［　］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 364 [36]

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時従業員数（パートタイマー、ア

ルバイトを含みます。）は［　］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分の名称　 金額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

発電機関連 2,673 △57.2

溶接機関連 508 △56.9

コンプレッサー関連 112 △38.1

その他 270 △65.5

合計 3,564 △57.5

　（注）　金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分の名称　 金額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

発電機関連 3,570 △49.3

溶接機関連 586 △56.1

コンプレッサー関連 138 △47.8

その他 1,155 △7.7

合計 5,452 △44.9

　（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

エムキュー パワー コーポレーション 1,284 13.0 989 18.1

伊藤忠商事㈱ 1,124 11.4 － －

２．金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第１四半期（連結）会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

当社は、平成21年５月14日開催の取締役会において、平成21年７月１日を合併の効力発生日として、当社と、連結子会

社であるデンヨーテクノサービス株式会社およびデンヨー貿易株式会社の２社を吸収合併することを決議し、同日付で

合併契約を締結しております。

詳細につきましては、『第５　経理の状況　１四半期連結財務諸表　追加情報』に記載のとおりであります。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　　

　　（１）業績の状況

当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、一部に景気底打ちという動きが見られるものの、企業収益の先行

きが不透明なことから、設備投資の抑制や、在庫調整も続き、景気は一段と厳しい環境で推移いたしました。

当社グループを取り巻く事業環境は、国内においては主要顧客の買い控えや新規投資の先送りなどが顕在化する

と共に、海外においても、欧米市場ならびに中近東などで減速感が著しく、為替円高の影響も加わり極めて厳しい

環境となっております。

　このような状況の中、当社グループといたしましては新製品の投入や新たな販路の開拓に注力してまいりまし

たが、売上高は54億52百万円（前年同期比44.9％減）となりました。また利益面におきましては、諸経費の抑制に

努めてまいりましたが、売上減少の影響が大きく営業損失は3億46百万円（前年同期は5億47百万円の営業利

益）、経常損失は2億92百万円（同7億9百万円の経常利益）、四半期純損失は4億28百万円（同2億70百万円の四半

期純利益）となりました。

各製品別概況は次のとおりです。

　発電機関連では、定置式発電機の出荷が堅調に推移しているものの、主力の可搬式発電機が国内の主力市場であ

るレンタル業界の買い控えもあって大幅な減少を余儀なくされたことに加え、海外市場でも北米をはじめ出荷が

大幅に減少したことから、売上高は35億70百万円（前年同期比49.3％減）となりました。

　溶接機関連では、建築着工の遅れや設備投資の抑制の影響を大きく受け、売上高は5億86百万円（同56.1％減)と

なりました。

　コンプレッサー関連では、発電機同様にレンタル業界の設備投資が慎重なことから、売上高は1億38百万円(同

47.8％減）となりました。

　　その他では、製品に付随している部品・商品の売上も製品出荷の減少の影響を受け、売上高は11億55百万円

（同7.7％減）となりました。

　　（２）財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ27億19百万円の減少となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の

減少21億54百万円、たな卸資産の減少5億41百万円などによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ5億7百万円の増加となりました。これは主に、保有株式の評価替等によ

る投資有価証券の増加によるものであります。

　この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べ22億11百万円の減少となりました。

　　　　　（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ23億5百万円の減少となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が

22億45百万円減少したことなどによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ2億24百万円の増加となりました。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ20億80百万円の減少となりました。

　　　　　（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ1億31百万円の減少となりました。これは主に、四半期純損失4億28百万円

と評価・換算差額等5億98百万円の増加および配当金の支払2億15百万円などによるものであります。
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　　（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ46百万円減少し、当第１四半期連結会計期間末には92億58百万円となりました。

　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少や、仕入債務の減

少などにより、90百万円の資金の増加（前年同四半期比5億35百万円減）となりました。 

　　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入な

どにより、60百万円の資金の増加（前年同四半期比11億99百万円減）となりました。

　　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払などにより、2億84百

万円の資金の減少（前年同四半期比15百万円増）となりました。

　なお、利益配当金につきましては、2億15百万円の支払いを行っております。

　　（４）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

株式会社の支配に関する基本方針について

(1) 基本方針の内容

当社は、当社の株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えます。従って、当社の財務及び事業の方針

の決定を支配することが可能な数の株式を取得する買付提案に応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様の

ご意思に委ねられるべきものと考えます。また、当社は、大量取得行為であっても、当社の企業価値・株主共同の

利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかし、株式の大量取得行為の中には、①買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値・株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、②株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、③

対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するた

めの十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることに

ならないものも存在します。

当社は、このような不適切な株式の大量取得行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として適当ではなく、このような者による大量取得行為に対しては必要かつ相当な手段を採ることにより、当社

の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

(2)基本方針の実現に資する特別な取組み  

①当社の企業価値の源泉について

当社は、昭和23年の創立以来、野外におけるパワーソースのパイオニアとして、エンジン発電機、エンジン溶接

機、エンジンコンプレッサーをはじめ多くの製品を開発・製造・販売してきており、エンジン発電機、エンジン溶

接機における国内市場占有率はそれぞれ現在約65%、55%に達するに至るなど、主要製品において高い市場占有率

を有し、数多くのユーザーの方に当社製品をご利用いただいております。これは、従前の地位や技術力に甘んじる

ことなく、常に開拓心と創造力をもって技術革新を図ることを基本理念として、新たな研究開発にも果敢に挑戦

し、積極的に新規のオリジナル製品を開発してきた結果であると考えております。このような当社の研究開発活

動・技術開発力及びその結果である当社の各種製品に対する顧客の皆様の信頼にこそ当社の企業価値の源泉が

あると考えております。
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②企業価値向上のための取組み

当社グループは、「野外パワーソースを通じて、常に革新に向けてチャレンジし続ける国際企業集団として、世

界のNO1を目指します。」との当社グループ基本方針（ビジョン）を掲げ、国内外において、既存事業の拡充・効

率化及び新たな市場の開拓を目指した事業展開を行っております。

当社グループは、その主要な事業領域を、建設関連事業、産業機器事業及び新規事業の3領域とし、それぞれにお

いて、海外市場・新規市場の開拓に注力し、特に、建設需要に依存することとなる建設向け製品にとどまらず、非

常用発電機をはじめとする非建設向け製品の開発・販売促進に努めることにより、需要創造型の経営への転換を

図っております。そのため、引き続き、新技術の研究から製品の開発に至るまで、積極的な研究開発を進めており

ます。

また、収益性の高いグループ体制を構築するべく、生産体制及び国際的な原料調達の更なる効率化を進めると

ともに、国内・海外工場への合理化投資を行っています。

さらに、当社グループは、柔軟な組織運営を行うと同時に、各役職員の権限及び責任の所在を明確化することを

通じて、当社グループ全体の組織運営を活性化し、かつ、これと並行して当社グループの国際的な事業展開を支え

るに足る人材の育成を進めることにより、当社グループが新規市場に事業を拡大していくための素地となる、活

力ある企業風土を構築することを目指しております。

③コーポレート・ガバナンスの取組みについて

当社の取締役会は現在7名の取締役で構成されておりますが、各事業年度における取締役の責任を明確化し、経

営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制を確立すると共に、取締役の選任及び解任について株主の皆

様の意思を適時に反映することができるようにすることを目的として、取締役の任期を１年としております。

また、当社は、経営の監督と業務の執行を分離し、事業環境の変化への機動的対応と、意思決定のスピード化を

図るべく、平成12年4月から執行役員制度を導入しております。また、取締役会の意思決定を支援し、会社経営及び

業務執行に関する重要事項を審議するために、取締役及び執行役員が出席する経営会議を設置しております。さ

らに、グループ経営を円滑に進めるため、当社グループ各社の社長が出席する社長会を設置しております。

当社は監査役制度を採用し、現在4名の監査役のうち２名を社外監査役とし、当社の経営の適法性、公正性及び

透明性を確保しております。

さらに、当社は、内部統制の手段として、社内規程等の整備を図り、業務遂行に際しての適正な管理を行うとと

もに、社長直属の監査室を設け、社内の業務監査を実施しております。また、監査室による監査に際して、常勤監査

役が同行することにより、監査役と監査室の連携を図っております。

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

当社は、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、当社株式の大量取得行為に関する

対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を、平成21年6月26日開催の第61期定時株主総会にて株
主の皆様の賛同を得て、導入しております。

当社は、創業以来、パワーソースをテーマとした顧客重視の製品造りに徹し、「三者の得」（当社製品によって

「使う人、売る人、造る人」の各々が利益を享受すること）の経営理念の下、広く社会から信頼される企業を目指

しております。かかる経営理念のもと、当社グループの安定的な成長とバランスの取れた事業構造を確立するこ

とを中長期的な経営戦略として掲げ、パワーソースのパイオニアとしての信頼と販売ネットワークを駆使してグ

ローバルレベルで高性能発電機マーケットのナンバーワンを目指すとともに、周辺事業の拡充、新規事業への参

入等も図ってまいります。

近時、わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大量の株式の買

付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。

もとより、当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これ

を一概に否定するものではありません。そして、株式会社の支配権の移転を伴う買付を受け入れるか否かは、最終

的には当該時点における株主の皆様に、上記のとおりの当社の経営理念及び経営戦略をご理解頂いた上で、適切

にご判断頂くべきものと考えております。

そのためには、株式の大量買付行為の目的、方法及び内容、買付後における当社グループの経営方針、事業計画

等の内容、買付後における当社の従業員、取引先、顧客等の利害関係者の処遇方針等について買付者から、当該買

付行為に対する当社の評価、当該買付行為以外の代替案の有無・内容等について当社取締役会から、それぞれ適

切かつ十分な情報が提供され、かつ提供された情報を株主の皆様が十分に検討するための時間が確保されること

が必要であると考えます。

本プランは、(i)当社株式の大量買付を行う者は、買付行為を開始する前に、当社取締役会に対して十分な情報を
提供すべきこと、及び、(ii)当該情報提供の後、当社取締役会による検討・代替案の提示等のため必要な一定の期間
が経過するまで買付行為を開始しないことを主たる内容とするものであり、本プランに定める手続が遵守されな

い場合その他一定の場合には、新株予約権無償割当てによる対抗措置が発動されることがあります。
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当社取締役会は、検討期間内において買付者等から提供された情報・資料に基づき、当社の企業価値・株主共

同の利益の確保・向上の観点から、必要に応じて独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計

士、弁護士、コンサルタント等その他の専門家を含みます。）の助言を得ながら、買付者等の買付等の内容の評価

・検討等を行います。また、当社取締役会は、必要があれば、買付等の内容を改善させるため、当該買付者等と協議

・交渉等を行い、さらに、株主の皆様に対する代替案の提示を行います。

本プランの詳細につきましては、平成21年５月14日付当社プレスリリース「当社株式の大量取得行為に関する

対応策（買収防衛策）の導入について」をご覧ください。（当社ウェブサイト　http://www.denyo.co.jp/） 

(4) 上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記（２）に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの取組みといった各施策は、

上記基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではありません。

また、本プランは、上記（３）に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的と

して導入されたものであり、上記基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得

た上導入されたものであること、その内容として合理的な客観的要件が設定されていること、有効期間が約3年と
定められた上、株主総会又は取締役会により何時でも廃止できるとされていることなどにより、その公正性、客観

性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値・株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではありません。

　（５）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、1億13百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　　（６）経営成績に重要な営業を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第１四半期連結会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,811,000

計 97,811,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 25,359,660 25,359,660
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 25,359,660 25,359,660 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日　
－ 25,359,660 － 1,954 － 1,754

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式）
（自己保有株式）

　普通株式 1,366,200
－ －

　完全議決権株式（その他） 　普通株式 23,958,000 239,580 －

　単元未満株式 　普通株式 35,460 － －

　発行済株式総数 25,359,660 － －

　総株主の議決権 － 239,580 －

②【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

デンヨー株式会社

東京都中央区日本

橋堀留町２丁目８

番５号

1,366,200 － 1,366,200 5.38

計 － 1,366,200 － 1,366,200 5.38

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は1,540,483株であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 687 735 839

最低（円） 617 647 735

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 常務執行役員管理部門長 取締役 管理部門長兼内部統制統括 古賀　繁 平成21年７月１日

取締役
常務執行役員開発部門長兼

技術部長
取締役

生産部門副部門長兼開発企画

部門副部門長兼技術部長
水野　康正 平成21年７月１日

取締役
常務執行役員生産部門長兼

グループ事業戦略室長
取締役 生産管理部長 増井　亨 平成21年７月１日

取締役 執行役員開発企画室長 取締役 開発企画部門長 長谷川　謙治 平成21年７月１日

取締役
執行役員監査室長兼内部統

制担当
取締役 管理部門副部門長兼財務部長 吉田　英夫 平成21年７月１日

取締役
執行役員国内営業部門副部

長兼営業企画部長
取締役 － 原田　誠 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、

当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる

四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,058 9,104

受取手形及び売掛金 8,903 11,057

有価証券 504 504

商品及び製品 5,497 6,112

仕掛品 219 200

原材料及び貯蔵品 1,978 1,924

その他 1,025 1,013

貸倒引当金 △32 △43

流動資産合計 27,154 29,874

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 3,459

※1
 3,480

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 419

※1
 447

土地 4,506 4,501

その他（純額） ※1
 196

※1
 206

有形固定資産合計 8,581 8,635

無形固定資産 159 165

投資その他の資産

投資有価証券 4,930 4,335

その他 891 910

貸倒引当金 △22 △13

投資その他の資産合計 5,800 5,232

固定資産合計 14,541 14,033

資産合計 41,695 43,907

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,051 6,296

短期借入金 1,081 1,011

未払法人税等 84 380

未払費用 616 303

引当金 393 498

その他 121 162

流動負債合計 6,348 8,653

固定負債

長期借入金 515 517

退職給付引当金 943 973

繰延税金負債 588 282

その他 234 283

固定負債合計 2,282 2,057

負債合計 8,630 10,711
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,954 1,954

資本剰余金 1,754 1,754

利益剰余金 29,651 30,295

自己株式 △1,285 △1,162

株主資本合計 32,075 32,842

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 713 314

繰延ヘッジ損益 △30 △59

為替換算調整勘定 △400 △569

評価・換算差額等合計 282 △315

少数株主持分 707 668

純資産合計 33,065 33,196

負債純資産合計 41,695 43,907
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 9,902 5,452

売上原価 7,616 4,363

売上総利益 2,286 1,088

販売費及び一般管理費 ※
 1,738

※
 1,435

営業利益又は営業損失（△） 547 △346

営業外収益

受取利息 21 9

受取配当金 96 38

受取家賃 － 26

為替差益 41 1

その他 53 17

営業外収益合計 211 92

営業外費用

支払利息 10 7

持分法による投資損失 26 17

その他 13 12

営業外費用合計 50 37

経常利益又は経常損失（△） 709 △292

特別利益

投資有価証券売却益 － 25

貸倒引当金戻入額 4 11

特別利益合計 4 36

特別損失

投資有価証券売却損 － 2

退職給付費用 － 78

固定資産処分損 0 1

特別損失合計 0 82

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

712 △337

法人税、住民税及び事業税 399 21

法人税等調整額 21 56

法人税等合計 421 77

少数株主利益 20 13

四半期純利益又は四半期純損失（△） 270 △428
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

712 △337

減価償却費 114 108

受取利息及び受取配当金 △117 △48

支払利息 10 7

持分法による投資損益（△は益） 26 17

売上債権の増減額（△は増加） 778 2,236

たな卸資産の増減額（△は増加） 335 612

仕入債務の増減額（△は減少） △1,204 △2,302

その他 114 48

小計 770 342

利息及び配当金の受取額 132 59

利息の支払額 △1 △2

法人税等の支払額 △274 △308

営業活動によるキャッシュ・フロー 626 90

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △64 △32

投資有価証券の償還による収入 1,200 －

投資有価証券の売却による収入 145 70

その他 △21 21

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,260 60

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 69

長期借入金の返済による支出 △2 △2

自己株式の取得による支出 － △123

配当金の支払額 △272 △215

少数株主への配当金の支払額 △24 △12

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △299 △284

現金及び現金同等物に係る換算差額 △268 87

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,318 △46

現金及び現金同等物の期首残高 10,236 9,304

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 327 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 11,882

※
 9,258
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取家賃」は、営業外

収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半期

連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取家賃」は39百万円であります。
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【追加情報】

前第１四半期連結会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日）　

当第１四半期連結会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）　

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、

耐用年数を11年としておりましたが、当第１四半期連結会

計期間より法人税法の改正を契機とし見直しを行い、７年

に変更しております。

なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。　

――――――

　 　（退職給付引当金）

平成21年４月１日付で、従来、退職給付債務を簡便法で

計算していた一部の国内連結子会社の従業員全員が当社

へ転籍しております。これに伴い、転籍者の退職給付債務

の計算方法の変更により生じた退職給付債務の増加額78

百万円を退職給付費用として特別損失に計上しておりま

す。

また、平成21年４月１日付で、当社及び一部の国内連結

子会社は、適格退職金年金制度あるいは退職一時金制度か

ら、グループ会社共同実施の確定給付企業年金制度に全面

的に移行し、「退職給付制度の移行等に関する会計処理

（企業会計基準適用指針第１号）」を適用しております。

この移行に伴い発生した過去勤務債務75百万円を一括償

却し、退職給付費用の減少として処理した結果、営業損失

が75百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。　

（連結子会社の吸収合併（簡易・略式合併））

当社は、平成21年７月１日付で、連結子会社であるデン

ヨーテクノサービス株式会社およびデンヨー貿易株式会

社の２社を吸収合併しております。

(1)　合併の目的

事業環境の変化に柔軟に対応し、より一層の顧客サービ

スを目指して、経営資源の選択と集中によって組織のスリ

ム化を推進し、収益性の高いグループ体制を構築するため

のものであります。

(2)　合併の法的形式、合併後企業の商号

当社を存続会社とする吸収合併方式で、デンヨーテクノ

サービス株式会社およびデンヨー貿易株式会社の２社は

合併により解散し、合併後の当社の商号は変更ありませ

ん。なお、被合併会社２社は、いずれも当社の完全子会社で

あるため、当社は合併に際し、株式その他の金銭等の交付

を行いません。また、合併に伴い資本金および資本準備金

の増加は行いません。

(3)　財産の引継ぎ

　各被合併会社の平成21年３月31日現在の貸借対照表、そ

の他同日現在の計算を基礎とし、これに合併の効力発生日

までの増減を加除した一切の資産、負債および権利義務を

当社が承継いたします。
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前第１四半期連結会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日）　

当第１四半期連結会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）　

　 (4)　実施する会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15

年10月31日）および「企業結合会計基準および事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第10号 平成19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下

の取引として処理をいたします。

　なお、この合併は、当社において完全子会社を吸収合併す

るものであるため連結業績に与える影響はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、6,836百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、6,705百万円であ

ります。

２．当社は、資金調達の機動性及び安全性を高められる

ことから、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとした

取引銀行３行との間でコミットメントライン契約を締

結しております。当四半期連結会計期間末におけるコ

ミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等は

以下のとおりであります。

コミットメントラインの総額 3,000百万円　

借入実行残高 －百万円　　

差　引　額　 3,000百万円　　

２．当社は、資金調達の機動性及び安全性を高められる

ことから、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとした

取引銀行３行との間でコミットメントライン契約を締

結しております。当連結会計年度末におけるコミット

メントライン契約に係る借入金未実行残高等は以下の

とおりであります。

コミットメントラインの総額 3,000百万円　

借入実行残高 －百万円　　

差　引　額　 3,000百万円　　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　製品保証等引当金繰入額 26百万円　

　役員報酬・従業員給料手当 556百万円　

　賞与引当金繰入額 115百万円　

　役員賞与引当金繰入額 9百万円　

　退職給付費用 30百万円　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　製品保証等引当金繰入額 30百万円　

　役員報酬・従業員給料手当 545百万円　

　賞与引当金繰入額 110百万円　

　役員賞与引当金繰入額 － 百万円　

　退職給付費用 △19百万円　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年６月30日現在）

（百万円）　

現金及び預金勘定 10,884

有価証券のうち現金同等物 998

現金及び現金同等物　 11,882
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年６月30日現在）

（百万円）　

現金及び預金勘定 9,058

有価証券のうち現金同等物 499

預入期間が３カ月を超える定期預金 △300

現金及び現金同等物　 9,258
 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　25,359,660株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　 1,589,108株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月22日

取締役会
普通株式　 215 利益剰余金　 9 平成21年３月31日　平成21年６月５日　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第1四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、当社グループ（当社及び連結子会社）は産業

用電気機械器具等の製造並びに販売とこれらに関連する保守その他のサービスが主な事業であり、売上高、営業

利益の金額に占める当該事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。　

当第1四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、当社グループ（当社及び連結子会社）は産業

用電気機械器具等の製造並びに販売とこれらに関連する保守その他のサービスが主な事業であり、売上高、営業

利益の金額に占める当該事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
日本
(百万円)

アメリカ
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 7,160 1,284 1,456 0 9,902 － 9,902

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,573 106 － － 1,679(1,679) －

計 8,734 1,391 1,456 0 11,582(1,679)9,902

営業利益又は営業損失（△） 373 19 99 △27 465 82 547

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．アジアの区分に属する主な国又は地域は、シンガポール及びマレーシアであります。

３．その他の地域の区分に属する主な国又は地域は、オランダであります。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
(百万円)

アメリカ
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 3,735 989 685 42 5,452 － 5,452

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
582 14 － － 596 (596) －

計 4,317 1,003 685 42 6,048 (596)5,452

営業利益又は営業損失（△） △461 △8 73 △22 △419 72 △346

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．アジアの区分に属する主な国又は地域は、シンガポール及びマレーシアであります。

３．その他の地域の区分に属する主な国又は地域は、オランダであります。

４．追加情報（退職給付引当金）

追加情報に記載のとおり、平成21年４月１日付で、当社及び一部の国内連結子会社は、適格退職金年金制度あ

るいは退職一時金制度から、グループ会社共同実施の確定給付企業年金制度に全面的に移行し、「退職給付

制度の移行等に関する会計処理（企業会計基準適用指針第１号）」を適用しております。この移行に伴い発

生した過去勤務債務75百万円を一括償却し、退職給付費用の減少として処理した結果、当第１四半期連結累

計期間の日本の営業損失は、75百万円減少しております。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 北・中米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,453 1,986 730 5,169

Ⅱ　連結売上高（百万円）             9,902

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
24.8 20.0 7.4 52.2

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北・中米……アメリカ、カナダ

(2）アジア………シンガポール、インドネシア

(3）その他………イギリス、ロシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 北・中米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,365 968 252 2,587

Ⅱ　連結売上高（百万円）             5,452

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
25.1 17.8 4.6 47.5

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北・中米……アメリカ、カナダ

(2）アジア………シンガポール、インドネシア

(3）その他………イギリス、ロシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

有価証券の当第１四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

認められないため、記載しておりません。　

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の当第１四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

認められないため、記載しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,361.26円 １株当たり純資産額 1,358.44円

２．１株当たり四半期純利益金額等又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 10.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △17.94円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額(△)
        

四半期純利益又は四半期純損失(△)（百万円） 270 △428

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は普通株式に係る

四半期純損失(△)（百万円）
270 △428

期中平均株式数（千株） 24,746 23,862

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当第１四半期連結会計期間におけ

るリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

２【その他】

当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間終了後四半期報告書提出日までの間の配当について

は、＜注記事項＞（株主資本等関係）４．配当に関する事項に記載のとおりです。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 
平成20年８月８日

デ　ン　ヨ　ー　株　式　会　社

　　取　締　役　会　御　中

監査法人　ト　ー　マ　ツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 白　井　　　弘　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 生　越　栄美子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデンヨー株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、デンヨー株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 
平成21年８月10日

デ　ン　ヨ　ー　株　式　会　社

　　取　締　役　会　御　中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白　井　　　弘　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 生　越　栄美子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデンヨー株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、デンヨー株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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